
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,559,338 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,559,338 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 1,559,338 

総務部長段階査定額 1,559,338 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　コロナ禍で厳しい経済状況が続くなか、令和３年１１月１０日、国は経済対策の一
環とし先行して１８歳以下のこどもへの給付策を打ち出した。迅速に給付を行うた
め、国は予備費の活用を予定しており、事業の実施が同月１９日に閣議決定された。

【事業の目的及び効果】
　１８歳以下のこどもに対し給付金を支給することで、コロナ禍にあっても未来を担
うこどもの健全な育成に寄与する。

【事業の内容】
　・対象者　　１８歳以下のこども
     　　　　 （平成１５年４月２日～令和４年３月３１日生まれ）
　　　　※児童手当基準日　令和３年９月３０日
                          （所得制限あり：扶養人数により変動）
　　　　①児童手当受給者（一般）　 １９，３８０人（１１，４８０世帯）
　　　　②児童手当受給者（公務員）　 ４，６００人（  ２，６００世帯）
　　　　③１６歳～１８歳　　　　　   ６，３００人（  ６，３００世帯）
　　　　④新生児（令和３年１０月１日～令和４年３月３１日生まれ）
          ７２０人（７２０世帯）
　・対象者数　３１，０００人（２１，１００世帯）
　・給付額　　こども１人につき５万円（現金）
　・給付時期　①令和３年中(予定）
　　　　　　　②③令和４年２月（予定）
　　　　　　　④随時
　・給付方法　①④申請不要：市が保有する児童手当の口座情報を活用し給付
　　　　　　　②③申請必要：申請受理後に給付（詳細は未定）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,559,338 0 
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